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わかる D さらに， もし投資財が消費財より資本集約的なら，最適税率は成長率最大化税率よりも高いことが示される。
そこでは，成長率最大化税率よりも高い税率が消費財の価格の下落をもたらし，消費量と厚生を増大させるのであるo
また，第 4 章では，二産業間での公共サービスの再分配政策が成長率と社会的厚生に与える影響も分析している。


























件について考察しているo その結果， Barro が一財モデルで示唆した結論とは異なり，成長率最大化と厚生最大化が
一致しないことが示されている o これは，二財が存在することによって，成長率の変化のみならず，二財聞の相対価
格の変化が効用に影響を与えることによる。さらに，二産業間での公共サービスの再分配政策を考えても，投資財産
業に有利な再分配を行うと成長率は増加するが，成長率を最大化させても厚生は最大にならないことが示されている。
このように本論文は， Barro 型の内生成長モデ、ルで得=られていた経済格差や成長政策に関する政策的合意の限界を，
広範に示すとともに，望ましい成長政策への示唆も行っている o したがって，本論文は博士(経済学)の学位を授与
するのに十分な価値を有するものと判断するo
? ?? ?
